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本資料のうち，枠囲みの内容は，

営業秘密あるいは防護上の観点

から公開できません。 

Ⅴ-1-8-1  原子炉格納施設の設計条件に関する説明書
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1. 概要 

本資料は，「実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則（以下「技術基準規則」

という。）」第 44条及びその「実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則の解釈

（以下「解釈」という。）」の要求に対する原子炉格納施設の設計基準事故時の設計条件について

記載したものであり，最高使用圧力，最高使用温度，設計漏えい率，最低使用温度，使用材料（原

子炉格納容器本体の脆性破壊防止含む），耐圧試験圧力，開口部，配管貫通部，電気配線貫通部，

原子炉格納容器隔離弁，原子炉格納容器体積，原子炉格納容器安全設備，許容外圧，圧力抑制効

果を得るために必要な構造及び寸法，ダイヤフラム・フロアの設計差圧及び設計温度差，真空破

壊装置，原子炉建屋原子炉棟，可燃性ガス濃度制御設備，放射性物質の濃度制御設備，原子炉格

納容器調気設備，原子炉冷却材喪失時の荷重，逃がし安全弁作動時の荷重について説明する資料

である。 

また，技術基準規則第 63，64，65，66，67，68，70 及び 71 条並びにそれらの解釈の要求に対

する重大事故等対処設備として原子炉格納施設の破損防止に係る機能についても説明するととも

に，重大事故等時における原子炉格納容器の放射性物質閉じ込め機能評価についても説明する。 
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2. 基本方針 

原子炉格納施設は，原子炉冷却系統に係る発電用原子炉施設の損壊又は故障の際に漏えいする

放射性物質が公衆に放射線障害を及ぼすおそれがない設計とする。 

設計基準事故時における設計条件は以下のとおりとする。 

原子炉格納容器は，設計基準事故時において原子炉冷却材配管の最も苛酷な破断を想定し，こ

れにより放出される原子炉冷却材のエネルギによる原子炉冷却材喪失時の最大の圧力及び最高の

温度に耐える設計とする。また，原子炉冷却材喪失時及び逃がし安全弁作動時において，原子炉

格納容器に生じる動荷重に耐える設計とする。 

原子炉格納容器の開口部である機器搬入口ハッチ，所員用エアロック及び配管貫通部等を含め

て原子炉格納容器の漏えい率を許容値以下に保ち，原子炉冷却材喪失時及び逃がし安全弁作動時

において想定される原子炉格納容器内の圧力，温度，放射線等の環境条件の下でも原子炉格納容

器バウンダリの健全性を保つように設計するとともに，漏えい試験ができる設計とする。 

原子炉格納容器は，通常運転時，運転時の異常な過渡変化時及び設計基準事故時において，原

子炉格納容器バウンダリの脆性破壊及び破断を防止する設計とする。 

原子炉格納容器を貫通する各施設の配管系に設ける原子炉格納容器隔離弁は，安全保護装置か

らの信号により，自動的に閉鎖する動力駆動弁，チェーンロックが可能な手動弁，キーロックが

可能な遠隔操作弁又は隔離機能を有する逆止弁とし，原子炉格納容器の隔離機能の確保が可能な

設計とする。 

原子炉冷却系統に係る発電用原子炉施設の損壊又は故障の際に生じる原子炉格納容器内の圧力

及び温度の上昇により原子炉格納容器の安全性を損なうことを防止するとともに，原子炉格納容

器内から漏えいする放射性物質の濃度を低減する設備として残留熱除去系（格納容器スプレイ冷

却系）及び残留熱除去系（サプレッション・プール冷却系）を設置する設計とする。また，原子

炉冷却系統に係る発電用原子炉施設の損壊又は故障の際に生じる水素及び酸素により原子炉格納

容器の安全性を損なうことを防止するため，可燃性ガス濃度制御系及び不活性ガス系を設置する

設計とする。なお，原子炉冷却材喪失事故後，ドライウェル内蒸気の凝縮が進み，ドライウェル

圧力がサプレッション・チェンバ圧力より下がった場合に，サプレッション・チェンバのプール

水がドライウェルに逆流，あるいはドライウェルの破損を防止するため，真空破壊装置を設置す

る設計とする。 

また，通常運転時，運転時の異常な過渡変化時及び設計基準事故時において，原子炉建屋原子

炉棟から直接大気に放射性物質が漏えいしないように，非常用ガス再循環系及び非常用ガス処理

系等を設置する設計とする。 

 

また，重大事故等時における設計条件は以下のとおりとする。 

原子炉格納容器は，重大事故等時の条件下においても放射性物質の閉じ込め機能を有する設計

とする。 

重大事故等時の原子炉格納容器内の熱を輸送するために用いる格納容器圧力逃がし装置は，フ

ィルタ装置により放射性物質を低減させた後に原子炉建屋原子炉棟屋上に設ける放出口から放出

することで，排気中に含まれる放射性物質の環境への放出量を抑制しつつ，原子炉格納容器内に



 

3 

N
T
2
 
補
②

 Ⅴ
-
1
-8
-
1 

R
1 

蓄積した熱を最終的な熱の逃がし場である大気へ輸送できる設計とする。また，耐圧強化ベント

系は，格納容器内雰囲気ガスを非常用ガス処理系排気筒を通して原子炉建屋外に放出することで，

原子炉格納容器内に蓄積した熱を最終的な熱の逃がし場である大気へ輸送できる設計とする。な

お，窒素ガス代替注水系は，格納容器圧力逃がし装置使用後において，可燃性ガスによる爆発及

び原子炉格納容器の負圧破損を防止するために，窒素供給装置を用いて原子炉格納容器内に不活

性ガス（窒素）の供給が可能な設計とする。 

重大事故等時の原子炉格納容器内の冷却のために用いる代替格納容器スプレイ冷却系（常設）

及び代替格納容器スプレイ冷却系（可搬型）は，常設低圧代替注水系ポンプ，可搬型代替注水大

型ポンプ及び可搬型代替注水中型ポンプによりドライウェル内にスプレイすることで，原子炉格

納容器内の圧力及び温度並びに放射性物質の濃度を低下させることができる設計とする。また，

残留熱除去系（格納容器スプレイ冷却系）及び（サプレッション・プール冷却系）は，常設代替

交流電源設備からの給電により機能を復旧し，残留熱除去系ポンプによりサプレッション・チェ

ンバのプール水をドライウェル内及びサプレッション・チェンバ内にスプレイ並びに残留熱除去

系ポンプ及び熱交換器によりサプレッション・チェンバのプール水を冷却することで原子炉格納

容器を冷却できる設計とする。 

重大事故等時の原子炉格納容器の過圧破損防止のために用いる代替循環冷却系は，代替循環冷

却系ポンプにより，サプレッション・チェンバのプール水を残留熱除去系熱交換器にて冷却し，

原子炉格納容器内へスプレイするとともに，原子炉注水及びサプレッション・チェンバのプール

水の除熱を行うことで，原子炉格納容器バウンダリを維持しながら原子炉格納容器内の圧力及び

温度を低下できる設計とする。また，格納容器圧力逃がし装置は，フィルタ装置により放射性物

質を低減させた後に原子炉建屋原子炉棟屋上に設ける放出口から排出することで，排気中に含ま

れる放射性物質の環境への放出量を低減しつつ，原子炉格納容器内の圧力及び温度を低下できる

設計とする。なお，窒素ガス代替注水系は，格納容器圧力逃がし装置使用後において，可燃性ガ

スによる爆発及び原子炉格納容器の負圧破損を防止するために，窒素供給装置を用いて原子炉格

納容器内に不活性ガス（窒素）の供給が可能な設計とする。 

重大事故等時の原子炉格納容器下部の溶融炉心冷却のために用いる格納容器下部注水系（常設），

格納容器下部注水系（可搬型）及びペデスタル排水系は，常設低圧代替注水系ポンプ，可搬型代

替注水大型ポンプ及び可搬型代替注水中型ポンプにより，ペデスタル（ドライウェル部）へ注水

し，溶融炉心が落下するまでにペデスタル（ドライウェル部）にあらかじめ十分な水位を確保す

るとともに，落下した溶融炉心を冷却できる設計とする。また，溶融炉心が原子炉圧力容器から

ペデスタル（ドライウェル部）へ落下する場合に，溶融炉心とペデスタル（ドライウェル部）の

コンクリートの相互作用による侵食及び溶融炉心からペデスタル（ドライウェル部）のコンクリ

ートへの熱影響を抑制するため，ペデスタル（ドライウェル部）にコリウムシールドを設ける。 

溶融炉心のペデスタル（ドライウェル部）の床面への落下を遅延・防止するために用いる低圧

代替注水系（常設），低圧代替注水系（可搬型），高圧代替注水系，代替循環冷却系及びほう酸

水注入系は，低圧代替注水系（常設），低圧代替注水系（可搬型），代替循環冷却系及び高圧代

替注水系のいずれかと並行してほう酸水注入系による原子炉圧力容器への注水を行うことで溶融

炉心を冷却できる設計とする。 
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重大事故等時の原子炉格納容器内おける水素爆発による破損防止のために用いる可搬型窒素供

給装置は，原子炉格納容器内を不活性化するため，原子炉格納容器内に窒素を供給することで，

ジルコニウム－水反応及び水の放射線分解等により原子炉格納容器内に発生する水素及び酸素の

濃度を可燃限界未満にできる設計とする。また，格納容器圧力逃がし装置は，フィルタ装置によ

り放射性物質を低減させた後に原子炉建屋原子炉棟屋上に設ける放出口から排出することで，排

気中に含まれる放射性物質の環境への排出を低減しつつ，ジルコニウム－水反応及び水の放射線

分解等により発生する原子炉格納容器内の水素及び酸素を大気に排出できる設計とし，排気中に

含まれる可燃性ガスによる爆発を防ぐため，系統内を不活性ガス（窒素）で置換した状態で待機

させ，ベント開始後においても不活性ガスで置換できる設計とし，排出経路に可燃性ガスが蓄積

する可能性のある箇所にはベントラインを設け，可燃性ガスを排出できる設計とすることで，系

統内で水素濃度及び酸素濃度が可燃領域に達することを防止できる設計とする。なお，窒素ガス

代替注入系は，格納容器圧力逃がし装置使用後において，可燃性ガスによる爆発及び原子炉格納

容器の負圧破損を防止するために，窒素供給装置を用いて原子炉格納容器内に不活性ガス（窒素）

の供給が可能な設計とする。 

原子炉建屋等の水素爆発による損傷を防止するために用いる原子炉建屋ガス処理系は，非常用

ガス処理系排風機及び非常用ガス再循環系排風機により原子炉格納容器から原子炉建屋原子炉棟

内に漏えいする水素等を含む気体を吸引し，非常用ガス処理系フィルタトレイン及び非常用ガス

再循環系フィルタトレインにて放射性物質を低減して主排気筒に隣接する非常用ガス処理系排気

筒から排出することで，原子炉建屋原子炉棟内に水素が滞留せず，水素爆発による原子炉建屋原

子炉棟の損傷の防止が可能な設計とする。また，静的触媒式水素再結合器は，原子炉格納容器か

ら原子炉建屋原子炉棟内に漏えいした水素と酸素を触媒反応によって再結合させることで，原子

炉建屋原子炉棟内の水素濃度の上昇を抑制し，原子炉建屋原子炉棟の水素爆発を防止できる設計

とする。 

炉心の著しい損傷及び原子炉格納容器の破損に至った場合において，発電所外への放射性物質

の拡散を抑制するために用いる原子炉建屋放水設備は，可搬型代替注水大型ポンプにより海水を

取水し，放水砲から原子炉建屋へ放水することで発電所外への放射性物質の拡散を抑制する設計

とし，原子炉建屋周辺における航空機衝突による航空機燃料火災に対応するため，可搬型代替注

水大型ポンプにより泡混合器を通して，海水を泡消火薬剤と混合しながらホースを経由して放水

砲から原子炉建屋周辺へ放水できる設計とする。また，海洋拡散抑制設備は，汚濁防止膜（可搬

型）を汚染水が発電所から海洋に流出する雨水排水路集水桝及び放水路に設置することで発電所

外への放射性物質の拡散を抑制する設計とする。 

原子炉格納容器は，想定される重大事故等時において，設計基準対象施設としての最高使用圧

力及び最高使用温度を超える可能性があるが，設計基準対象施設としての最高使用圧力の 2倍の

圧力及び 200℃の温度で閉じ込め機能を損なわない設計とする。 
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3. 原子炉格納施設の設計条件

原子炉格納施設の設計条件としては設計基準事故時における設計条件と，重大事故等時におけ

る設計条件に分類し，項目ごとに説明する。 

3.1 設計基準事故時における設計条件 

原子炉格納容器の設計基準事故時の設計条件として，施設時に適用した「発電用原子力設備

に関する構造等の技術基準」（昭和 45 年通商産業省令 告示第５０１号，以下「告示第５０１

号」という。）に基づき最高使用圧力（設計圧力），最高使用温度（設計温度），最低使用温

度等を設定し，原子炉格納容器の強度評価等も含めた設計条件として使用する。以下に設計条

件として使用する項目について示す。 

3.1.1 最高使用圧力及び最高使用温度 

原子炉格納容器は原子炉冷却材喪失事故直後の圧力上昇に耐えうるものでなくてはなら

ないため，解析から得られる原子炉格納容器の最高内圧及び最高温度を上回るように設定す

る。 

解析の際の初期条件は，表 3-1 に示す通常運転中の圧力及び温度である。 

表3-1 解析に用いた初期条件 

ドライウェル サプレッション・チェンバ

圧 力 

温 度 

解析結果による最高圧力及び最高温度は表 3-2 に示す値となる。 

また，解析結果による圧力変化及び温度変化を図 3-1，図 3-2 に示す。 

表3-2 解析結果による最高圧力及び最高温度＊1 

ドライウェル サプレッション・チェンバ

圧 力 

温 度 

注記＊1：平成 25 年 12 月 26 日付け「総室発第 99号」をもって届出た「東海第二発電所原子炉設置

変更許可申請書」添付書類十 3.事故解析 3.5.1 原子炉冷却材喪失における評価結果 

上記の解析結果に余裕をもたせて最高使用圧力及び最高使用温度を表 3-3 に示す値とす

る。 

表3-3 最高使用圧力及び最高使用温度 

ドライウェル サプレッション・チェンバ

圧 力 310 kPa 310 kPa 

温 度 171 ℃ 104.5 ℃ 
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3.1.2 漏えい率に対する設計条件 

設計基準対象施設として使用する原子炉格納容器の設計漏えい率は，安全評価解析（原子

炉設置変更許可申請書添付書類十）の環境への放射性物質の異常な放出において，判断基準

（実効線量 5 mSv 以下）を満足することが確認されている設計漏えい率 0.5 ％/d 以下（常

温，空気，最高使用圧力の 0.9 倍において）とする。 

 

3.1.3 最低使用温度 

告示第５０１号で規定されている原子炉格納容器バウンダリの最低使用温度を表 3-4 に

示す。 

表3-4 原子炉格納容器の最低使用温度 

 ドライウェル サプレッション・チェンバ

最低使用温度 0 ℃ 0 ℃ 

 

ドライウェル，サプレッション・チェンバとも同じ値である。この最低使用温度は耐圧漏

えい試験時を考慮して決めたものであり，建設時を除けば，原子炉建屋内にあるため，常用

換気系により 10℃以上に保たれる。 

 

3.1.4 使用材料 

原子炉格納容器バウンダリに使用するフェライト系材料は原子炉格納容器の最低使用温度

に対して脆性破壊を防止するため，告示第５０１号の規定により衝撃試験又は落重試験を行

い，これに合格したものを使用する。 

原子炉格納容器本体の脆性破壊防止に関する確認事項を以下に示す。 

(1) 原子炉格納容器本体の脆性破壊防止 

a. 概要 

原子炉格納容器本体は，施設時に適用された「告示第５０１号」及び「電気工作物の溶接

に関する技術基準を定める省令」（昭和45年通商産業省令第８１号）（以下「省令第８１号」

という。）に基づき，材料，設計及び製作において，次の試験を実施し，脆性破壊に対し十

分安全であることを確認されたものを使用する。 

(a) 原子炉格納容器本体の材料は，告示第５０１号第20条第3項に規定する衝撃試験を行い，同

条第4項に規定する合格基準に示す合格基準に適合するものを使用する。 

(b) 原子炉格納容器本体の溶接部は，省令第８１号第37条第4項に規定する試験板について第40

条の規定に基づき，衝撃試験を行い，同条に規定する合格基準に適合することを確認された

ものを使用する。 

b. 脆性破壊防止のための確認事項実施要領 

(a) 原子炉格納容器本体の材料に関する確認 

本体材料に関する衝撃試験の実施要領は次のとおりである。 

イ 対象材料 

第二種容器（外径が 115 mm 以下の管，フランジおよび管継手を除く。）に使用する材料の
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うち，オーステナイト系ステンレス鋼および非鉄金属以外のものであって厚さが 13 mm（細

粒化処理を行ない，かつ，焼ならしを行ったものにあっては，16 mm）以上のものに限る。 

ロ 材料 

原子炉格納容器本体において，該当する材料はSGV49相当である。 

ハ 試験温度 

試験温度は，－17 ℃とする。これは最低使用温度（0 ℃）より17 ℃低い温度である。 

ニ 試験片 

試験片は，3個採取する。 

ホ 合格基準 

試験片の吸収エネルギが次の表の値以上であるものを合格とする。 

 

 

 

 

 

 

 

(b) 原子炉格納容器本体の溶接部に関する確認 

本体の溶接に関する衝撃試験の実施要領は次のとおりである。 

イ 対象溶接部 

第二種容器の突合せ溶接による溶接部のうち，材料がオーステナイト系ステンレス鋼およ

び非鉄金属以外のものであって，板の厚さが 13 mm（細粒化処理および焼ならしを行ったも

のにあっては，16 mm）以上であり，かつ，管にあっては，外径が 115 mm 以上のものに限る。 

ロ 母材の材料 

原子炉格納容器本体において，該当する溶接部の母材はSGV49相当である。 

ハ 試験温度 

試験温度は，－17 ℃とする。これは最低使用温度（0 ℃）より17 ℃低い温度である。 

ニ 試験片 

試験片は溶接金属部及び熱影響部から，それぞれ3個採取する。 

ホ 合格基準 

試験片の吸収エネルギが次の表の値以上であるものを合格とする。 

なお，再試験は省令第８１号第 42条の規定による。 

 

 

 

 

 

 

吸収エネルギ 

3 個の平均 最小値 

Ｊ 

（kg・m） 

Ｊ 

（kg・m） 

27 

（2.8） 

21 

（2.1） 
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3.1.5 耐圧試験圧力 

原子炉格納容器の耐圧試験圧力は，施設時に適用された告示第５０１号第74条に基づき，

設計圧力279 kPa（2.85 kg/cm2）の1.25倍である349 kPa（3.56 kg/cm2）で気圧試験を行い

原子炉格納容器の健全性を確認する。 

以上より，原子炉格納容器の耐圧試験圧力 349 kPa（3.56 kg/cm2）とする。 

 

3.1.6 開口部 

開口部となるドライウェルヘッドフランジ，機器搬入口ハッチ，サプレッション・チェン

バアクセスハッチ（以下「ハッチ類」という。）及び所員用エアロックは十分な気密性を保つ

設計とし，想定される漏えい量その他の漏えい試験に影響を与える環境条件として，判定基

準に適切な余裕係数を見込み，日本電気協会「原子炉格納容器の漏えい率試験規程」（ＪＥＡ

Ｃ４２０３）に定める漏えい試験のうちＢ種試験ができる設計とする。 

所員用エアロックは，扉の開閉状態を管理するため，所員用エアロックの扉が開いた場合

には中央制御室に警報を発信する。また，所員用エアロックの扉は，両方の扉が同時に開か

ないようにインターロックを設ける設計とする。 

ハッチ類は，原子炉格納容器の貫通部にフランジ付の胴板が溶接固定されており，ハッチ

類の外周側から蓋フランジをガスケットとボルトで固定し，気密性を保つ設計とする。 

 

3.1.7 配管貫通部 

原子炉格納容器配管貫通部は，原子炉冷却材喪失時において想定される原子炉格納容器内

の圧力を考慮した最高使用圧力，温度を考慮した最高使用温度，湿度，放射線等の環境条件

の下でも機能を発揮できる設計とする。 

 

3.1.8 電気配線貫通部 

電線貫通部は，原子炉冷却喪失時において想定される原子炉格納容器内の圧力を考慮した

最高使用圧力，温度を考慮した最高使用温度，湿度，放射線等の環境条件の下でも機能を発

揮できるよう，それらの試験条件を考慮した試験により健全性が確認されたものを使用する

設計とする。  

吸収エネルギ 

3 個の平均 最小値 

Ｊ 

（kg・m） 

Ｊ 

（kg・m） 

27 

（2.8） 

21 

（2.1） 
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3.1.9 原子炉格納容器隔離弁 

原子炉格納容器隔離弁（以下「隔離弁」という。）は，施設時に適用された「発電用原子力

設備に関する技術基準を定める省令」（昭和 40 年通商産業省令第６２号，以下「省令第６２

号」という。）第 32条第 3 項に基づくとともに以下に示す設計方針及び設計仕様に基づき設

置する。 

 

(1) 設計方針 

原子炉格納容器を貫通する各施設の配管系に設ける隔離弁は，安全保護装置からの信号によ

り，自動的に閉鎖する動力駆動弁，チェーンロックが可能な手動弁，キーロックが可能な遠隔

操作弁又は隔離機能を有する逆止弁とし，原子炉格納容器の隔離機能の確保が可能な設計とす

る。 

原子炉冷却材圧力バウンダリに連絡するか，又は原子炉格納容器内に開口し，原子炉格納容

器を貫通している各配管は，原子炉冷却材喪失事故時に必要とする配管及び計測制御系統施設

に関連する小口径配管を除いて，原則として原子炉格納容器の内側に 1個，外側に 1個の自動

隔離弁を原子炉格納容器に近接した箇所に設ける設計とする。 

ただし，原子炉冷却系統に係る発電用原子炉施設内及び原子炉格納容器内に開口部がなく，

かつ，原子炉冷却系統に係る発電用原子炉施設の損壊の際に損壊するおそれがない管，又は原

子炉格納容器外側で閉じた系を構成した管で，原子炉冷却系統に係る発電用原子炉施設の損壊

その他の異常の際に，原子炉格納容器内で水封が維持され，かつ，原子炉格納容器外へ導かれ

た漏えい水による放射性物質の放出量が，原子炉冷却材喪失事故の原子炉格納容器内気相部か

らの漏えいによる放出量に比べ十分小さい配管については，原子炉格納容器の外側又は内側に

少なくとも 1 個の隔離弁を原子炉格納容器に近接した箇所に設ける設計とする。 

また，原子炉格納容器の内側で閉じた系を構成する管に設置する隔離弁は，遠隔操作にて閉

止可能な弁を設置することも可能とする。 

貫通箇所の内側又は外側に設置する隔離弁は，一方の側の設置箇所における管であって，湿

気や水滴等により駆動機構等の機能が著しく低下するおそれがある箇所，配管が狭隘部を貫通

する場合であって貫通部に近接した箇所に設置できないことによりその機能が著しく低下す

るような箇所には，貫通箇所の外側であって近接した箇所に 2個の隔離弁を設ける設計とする。 

 

原子炉格納容器を貫通する配管には，圧力開放板を設けない設計とする。 

 

設計基準事故時及び重大事故等の収束に必要な非常用炉心冷却系，可燃性ガス濃度制御系，

不活性ガス系及び残留熱除去系（格納容器スプレイ冷却系）で原子炉格納容器を貫通する配管，

その他隔離弁を設けることにより安全性を損なうおそれがあり，かつ，当該系統の配管により

原子炉格納容器の隔離機能が失われない場合は，自動隔離弁を設けない設計とする。 

ただし，原則遠隔操作が可能であり，設計基準事故時及び重大事故等時に容易に閉鎖可能な

隔離機能を有する弁を設置する設計とする。また，重大事故等の収束に必要な設備に係る配管

の隔離弁は，遠隔操作により容易かつ確実に開閉操作ができる設計とする。 
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原子炉格納容器を貫通する計測制御系統施設又は制御棒駆動装置に関連する小口径配管で

あって特に隔離弁を設けない場合には，隔離弁を設置したのと同等の隔離機能を有する設計と

する。 

 

原子炉冷却材圧力バウンダリに接続される原子炉格納容器を貫通する計測系配管に隔離弁

を設けない場合には，オリフィス又は過流量防止逆止弁の設置し，流出量抑制対策を講じる設

計とする。 

 

隔離弁は，閉止後に駆動動力源が喪失した場合においても閉止状態が維持され隔離機能を喪

失しない設計とする。また，隔離弁のうち，隔離信号で自動閉止するものは，隔離信号が除去

されても自動開とはならない設計とする。 

隔離弁は，想定される漏えい量その他の漏えい試験に影響を与える環境条件として，判定基

準に適切な余裕係数を見込み，日本電気協会「原子炉格納容器の漏えい率試験規程」（ＪＥＡ

Ｃ４２０３）に定める漏えい試験のうちＣ種試験ができる設計とする。また，隔離弁は，動作

試験ができる設計とする。 

 

(2) 設備仕様 

原子炉格納容器を貫通する配管系に設ける隔離弁は，以下の項目を満足し，原子炉格納容器

バウンダリを構成する。 

 

a. 設計基準事故及び重大事故等の収束に必要な設備に係る配管の隔離弁は，隔離信号により

自動的に閉止しないが，必要に応じて遠隔操作により閉止できる弁又は逆止弁動作により閉止

する弁であり，原子炉格納容器の隔離機能を確保できる。 

 

b. 2 個の隔離弁を必要とする配管の弁駆動は，駆動動力源の単一故障によって両方の弁を閉

止する能力を損なわない。さらに，閉止後駆動動力源の喪失によっても閉止状態が維持され，

隔離機能は喪失しない。 

 

c. 隔離信号で自動閉止するものは，隔離信号が除去されても自動開とはならない。 

 自動隔離弁への隔離信号は，原子炉水位低，ドライウェル圧力高あるいは，放射能レベル

高及び手動である。 
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（注） 

①：原子炉格納容器に取り付ける管の貫通箇所の内側及び外側であって近接した箇所に 1個の隔離

弁を設置する。 

②：原子炉冷却系統に係る発電用原子炉施設内及び原子炉格納容器内に開口部がなく，かつ，原子

炉冷却系統に係る発電用原子炉施設の損傷の際に損壊するおそれがない管，又は原子炉冷却系

統に係る発電用原子炉施設の損壊その他の異常の際に，構造上内部に滞留する液体により原子

炉格納容器の放射性物質が外部へ漏えいするおそれがない管にあっては，貫通箇所の内側又は

外側の近接した箇所に 1個の隔離弁を設置する。 

③：貫通箇所の内側又は外側に隔離弁を設ける場合には，一方の側に設置箇所における管であって，

湿気その他の隔離弁の機能に影響を与える環境条件によりその隔離弁の機能が著しく低下する

おそれがあると認められるもの（湿気や水滴等により隔離弁の駆動機構等の機能が著しく低下

するおそれがある管，配管が狭隘部を貫通する場合であって貫通部に近接した箇所に設置でき

ないことにより隔離弁の機能が著しく低下するおそれがある管）にあっては，貫通箇所の外側

であって近接した箇所に 2 個の隔離弁を設置する。 

④：隔離弁を設けることを要しない箇所 

設計基準事故及び重大事故等の収束に必要な系統の配管に隔離弁を設けることにより安全性を

損なうおそれがあり，かつ，当該系統の配管により原子炉格納容器の隔離機能が失われない場合。 

⑤：隔離弁を設けることを要しない箇所 

計測制御系統施設又は制御棒駆動装置に関連する配管であって，当該配管を通じての漏えい量

が十分許容される程度に抑制されているもの。 
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3.1.10 原子炉格納容器体積 

設計基準事故時における原子炉冷却材喪失事故直後の圧力上昇に耐えうるよう，ドライウ

ェル空間容積（約 5700 m3），サプレッション・チェンバ空間容積（約 4100m3）の自由体積

を有している。 

 

3.1.11 原子炉格納容器安全設備 

設計基準対象施設としての残留熱除去系（格納容器スプレイ冷却系）は，サプレッション・

チェンバ内のプール水を原子炉格納容器内にスプレイすることにより，原子炉格納容器内の

圧力及び温度を原子炉格納容器の最高使用圧力及び最高使用温度以下に維持できる設計と

する。 

サプレッション・チェンバのプール水を水源とする残留熱除去系ポンプ（格納容器スプレ

イ冷却系）は，予想される最も小さい有効吸込水頭においても，正常に機能する能力を有す

る設計とする＊1。サプレッション・チェンバのプール水は，設計基準事故及び重大事故時に

必要な水源として容量 3400m3，個数 1 個を有する設計とする。 

残留熱除去系ポンプ（格納容器スプレイ冷却系）は，テストラインを構成することにより，

発電用原子炉の運転中に試験ができる設計とする。また，設計基準事故時に動作する弁につ

いては，残留熱除去系ポンプ（格納容器スプレイ冷却系）が停止中に開閉試験ができる設計

とする。 

 

重大事故等時における原子炉格納容器内の冷却等については「3.2.2 重大事故等時におけ

る原子炉格納容器冷却機能」「3.2.3 重大事故等時における原子炉格納容器の過圧破損防止

機能」に示す。 

 

注記＊1：詳細は，Ⅴ-1-8-4「圧力低減設備のポンプの有効吸込水頭に関する説明書」に示す。 

 

3.1.12 許容外圧 

原子炉格納容器の許容外圧は，施設時に適用された告示第５０１号第22条第3項第2号ハ，

チ及び第23条第2項第2号ロにより， 

円筒部 約  kPa  

円錐部 約  kPa 

鏡板  約  kPaとなる。 

許容外圧は，原子炉格納容器の設計外圧（約13.7 kPa）を上回る値となっている。 

なお，通常運転中においては，原子炉格納容器に窒素を充てんしていることなどから，原

子炉格納容器外面に受ける圧力が設計を超えることはない。 

 

3.1.13 圧力抑制効果を得るために必要な構造及び寸法 

蒸気凝縮による圧力抑制効果については，パシフィック・ガス・アンド・エレクトリック

社と GE社が米国モスランディング発電所において，フンボルトベイ及びボデガベイ原子力
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発電所用として行った実験結果に基づいており，この実験により構造及び寸法等のパラメー

タを定めている。

東海第二発電所における構造及び寸法等のパラメータと上記実験によって求められたパ

ラメータを比較すると表 3-5 のとおりとなっており，圧力抑制効果を得るために必要な構造

及び寸法は満足されている。 

表 3-5 東海第二発電所 圧力抑制機能の構造，寸法等 

東海第二発電所 
実験結果に基づく 

設 計 条 件 

1 直径(ベント管) 

2 水深(ベント管) 

3 
クリアランス

ベント管と底部ライナ間 

4 中心間距離(ベント管) 

5 
破断断面＊ 1 

ベント管流路面積＊2 

注記＊1：破断面積：ＡB

） 

ＡB ＝

＊2：ベント管流路面積：Ａv

（ベント管断面積×108） 

108＝××
π

＝Ａ
4

v

ここで， 

ベント管本数：108 本 
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3.1.14 ダイヤフラム・フロアの設計差圧及び設計温度差 

ダイヤフラム・フロアの設計差圧及び設計温度差を第 3-6 表に示す。 

 

第 3-6 表 ダイヤフラム・フロアの設計差圧及び設計温度差 

 

 

 

これらの値は第 3-7 表に示す原子炉冷却材喪失事故の際の解析結果による最高差圧及び

最高温度差に余裕をもたせた値としている。 

 

表 3-7 解析結果による最高圧差圧及び最高温度差＊1 

 

 

 

注記＊1：平成 25 年 12 月 26 日付け「総室発第 99号」をもって届出た「東海第二発電所原子炉設置

変更許可申請書」添付書類十 3.事故解析 3.5.1 原子炉冷却材喪失における評価結果 

 

3.1.15 真空破壊装置 

(1) 真空破壊装置の機能 

ドライウェル内の原子炉冷却材喪失事故（再循環回路完全破断を想定）後，ドライウェル

内の蒸気の凝縮が進み，ドライウェル内圧力がサプレッション・チェンバ内圧力より下回る

と，サプレッション・チェンバのプール水がドライウェルへ逆流し，また負圧によってドラ

イウェルの破損の原因となる。 

真空破壊装置は設計外圧以上の負圧を生じないよう作動し，これらの防護効果を有する。 

 

(2) 真空破壊装置の容量 

ドライウェルの真空破壊装置の必要容量は，ベント管の容量とともにモスランデング発電

所における実験によって求められている。 

(A)必要な真空破壊装置の流路面積は 

≧　
断面積流路ベント管

積真空破壊装置流路断面
 

したがって，真空破壊装置の必要流路面積ＡＢは 

ＡＢ＝
Ａv＝  

一方，真空破壊装置の内径は  m であるので，1 個当たりの流路面積は 

4
π × ＝  

 

設計差圧 

設計温度差 

最高差圧 

最高温度差 
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したがって，真空破壊装置の必要個数は， 

 

実際の真空破壊装置の個数は 11 個であるので要求を満たしている。 

なお，この真空破壊装置は常時その開閉状態をチェックできる試験開閉装置が設置されてい

るため，ディスク固着のおそれはない。 

 

3.1.16 原子炉建屋原子炉棟 

原子炉冷却系統に係る発電用原子炉施設の損壊又は故障の際に原子炉格納容器から気体

状の放射性物質が漏えいした場合，放射性物質の濃度を低減する設備として原子炉建屋原子

炉棟を設置する。 

原子炉建屋原子炉棟は，原子炉格納容器を収納する建屋であって，非常用ガス処理系によ

り，内部の負圧を確保し，原子炉格納容器から放射性物質の漏えいがあっても発電所周辺に

直接放出されることを防止する設計とする。 

 

3.1.17 可燃性ガス濃度制御設備 

設計基準対象施設としての可燃性ガス濃度制御系は，通常運転中，原子炉格納容器に不活

性ガス系により窒素ガスを充てんすることとあいまって，原子炉冷却材喪失事故時に原子炉

格納容器内の水素あるいは酸素濃度を，可燃限界に達しないための制限値である水素濃度を

4 vo1％未満あるいは酸素濃度を 5 vo1％未満に維持できるように設計する。 

 

3.1.18 放射性物質濃度制御設備 

原子炉冷却系統に係る発電用原子炉施設の損壊又は故障の際に原子炉格納容器から気体

状の放射性物質が漏えいした場合，放射性物質の濃度を低減する設備として原子炉建屋ガス

処理系及び残留熱除去系（格納容器スプレイ冷却系）を設置する設計とする。 

原子炉建屋ガス処理系である非常用ガス再循環系及び非常用ガス処理系は，原子炉冷却材

喪失時に原子炉格納容器内から原子炉建屋原子炉棟に漏えいした放射性よう素・粒子状核分

裂生成物を除去できるように設計する。非常用ガス再循環系及び非常用ガス処理系は，よう

素用チャコール・フィルタによるよう素総合除去効率がそれぞれ 90％，97％以上となる設

計とする。 

残留熱除去系（格納容器スプレイ冷却系）は，原子炉冷却材喪失事故後，サプレッション

チェンバ内のプール水をドライウェル内及びサプレッション・チェンバ内にスプレイするこ

とによって，原子炉格納容器内の温度，圧力を低減し，原子炉格納容器内に浮遊している放

射性物質が漏えいするのを抑えるよう設計する。 

 

3.1.19 原子炉格納容器調気設備 

設計基準対象施設としての不活性ガス系は，水素及び酸素の反応を防止するため，あらか

じめ原子炉格納容器内に窒素を充てんすることにより，水素濃度及び酸素濃度を可燃限界以
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下に保つ設計とする。 

炉心の著しい損傷が発生した場合において原子炉格納容器内における水素爆発による破

損を防止できるよう，発電用原子炉の運転中は，原子炉格納容器内を不活性ガス系により常

時不活性化する設計とする。 

 

3.1.20 原子炉冷却材喪失時の荷重 

(1) ドライウェル内の配管破断によるジェット力 

ドライウェル内で原子炉冷却材配管が破断した場合，ドライウェル壁面は高温・高圧の飽和

及び二相流の噴出流によるジェット力を受ける。 

ジェット力及びその広がりは F.Ｊ.Moody の理論により求めるが，その荷重は応力評価すべ

き場所によって異なるため，計算書の中で述べる。 

(2) サプレッション・チェンバ内に生じる荷重 

原子炉冷却材喪失事故時にはまずドライウェル内の気体がベント管を経てサプレッショ

ン・プール水中に押し出されるが，この気体によって，サプレッション・プール水がスラグ流

となって上昇し，急速な水面の上昇（プールスウェル）が起こり，サプレッション・チェンバ

内部構造物に種々の荷重が加わる。 

また，その後サプレッション・プール水中に蒸気が放出され，サプレッション・プール水中

で凝縮する。これらにより，サプレッション・チェンバ及び内部構造物に次のような荷重が加

わる。図 3-11 に原子炉冷却材喪失事故時荷重の時間履歴を，表 3-8 にこれらの荷重について

現象と設計評価荷重を示す。 
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3.1.21 逃がし安全弁作動時の荷重 

(1)逃がし安全弁作動時には排気管内の水がクエンチャノズルよりサプレッション・プール水

中に排出される。排気管内の水が排出された後，管内の気体が圧縮され，これがサプレッ

ション・プール水中に放出される際，気泡を形成し，この気泡が過膨張，収縮を繰返しな

がら浮力で上昇する。このとき，サプレッション・チェンバ内構造物には，表 3-9 に示す

ような水ジェットと気泡の圧力振動による荷重が加わる。 

(2)(1)の圧力振動に起因してサプレッション・プール水中の内部構造物に差圧及びドラッグ荷

重が作用する。この荷重は応力評価すべき構造物によって異なるため，個々の場合につい

ては計算書で述べる。 
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3.2 重大事故等時における設計条件 

重大事故等時については，原子炉格納容器の放射性物質閉じ込め機能の確認を行うために，原

子炉格納容器の評価温度，評価圧力を設定し，構造健全性評価，又は機能維持評価を行い，その

環境下での原子炉格納容器の放射性物質閉じ込め機能が損なわれることがないことを確認する。 

また，重大事故等時の原子炉格納施設として原子炉格納容器内の熱を輸送するために用いる格

納容器圧力逃がし装置，耐圧強化ベント系窒素ガス代替注入系，原子炉格納容器内を冷却するた

めに用いる代替格納容器スプレイ冷却系（常設），代替格納容器スプレイ冷却系（可搬型），残留

熱除去系（格納容器スプレイ冷却系）及び残留熱除去系（サプレッション・プール冷却系），原

子炉格納容器の過圧破損を防止するために用いる代替循環冷却系，格納容器圧力逃がし装置及び

窒素ガス代替注入系，ペデスタル（ドライウェル部）の溶融炉心を冷却するために用いる格納容

器下部注水系（常設），格納容器下部注水系（可搬型）及びペデスタル排水系，ペデスタル（ド

ライウェル部）の床面への落下を遅延・防止するために用いる低圧代替注水系（常設），低圧代

替注水系（可搬型），高圧代替注水系，代替循環冷却系及びほう酸水注入系，原子炉格納容器内

の水素爆発による破損を防止するために用いる可搬型窒素供給装置，格納容器圧力逃がし装置及

び窒素ガス代替注入系，原子炉建屋原子炉棟内の水素爆発による破損を防止するために用いる原

子炉建屋ガス処理系及び静的触媒式水素再結合器，並びに炉心の著しい損傷及び原子炉格納容器

の破損に至った場合において，原子炉格納容器外面への放水のために用いる原子炉建屋放水設備

及び海洋拡散抑制設備の設計についても以下に示す。 

 

3.2.1 重大事故等時の評価温度，評価圧力 

重大事故等時の原子炉格納容器の破損の防止において想定する原子炉格納容器の破損モ

ードである格納容器過温破損，格納容器過圧破損について原子炉格納容器の温度，圧力を

評価した結果，原子炉格納容器バウンダリにかかる温度（壁面温度）の最高値は，約 157 ℃

となる。なお，事象発生直後，破断口から流出する過熱蒸気により一時的に原子炉格納容

器雰囲気温度は約 202 ℃となるが，この時の原子炉格納容器バウンダリにかかる温度（壁

面温度）は約 137 ℃である。原子炉格納容器圧力は事象発生直後から徐々に上昇するが，

0.465 MPa[gage]に到達すれば常設低圧代替注水系ポンプを用いた代替格納容器スプレイ

冷却系（常設）による格納容器冷却を行うため，原子炉格納容器圧力の最高値は 0.465 

MPa[gage]となる。 

重大事故等時の原子炉格納容器内の最高温度は，設計基準事故時における最高使用温度

（ドライウェル：171 ℃，サプレッション・チェンバ：104.5 ℃）を上回ることから，重

大事故等時の最高温度を上回り，かつ，産業界でシビアアクシデント時の原子炉格納容器

の耐性の指標＊1として用いており，原子炉格納容器の限界圧力，限界温度まで至らない値

として，設置（変更）許可を申請した評価に用いた評価温度 200 ℃及び評価圧力 2 Pd（0.62 

MPa[gage]）を設定し，その環境下での原子炉格納容器の放射性物質の閉じ込め機能につい

て評価対象部位ごとに評価することにより，その機能が損なわれることがないことを確認

する。また，これにより，原子炉格納容器を重大事故等時において使用する場合の設計漏

えい率は，設計基準対象施設として使用する設計漏えい率と同じ 0.5 ％/d 以下を維持でき
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る。なお，重大事故等時の漏えい率は，原子炉格納容器圧力が 0.9 Pd より大きい場合の原

子炉格納容器の環境条件を考慮し，適切に割増しして評価に使用しており，その設定値に

おいて被ばく評価に問題となることがないことを確認している。 

図 3-12 に原子炉格納容器内雰囲気温度の変化，図 3-13 に原子炉格納容器内雰囲気圧力

の変化を示す。 

 

＊1：（財）原子力発電技術機構「重要構造物安全評価（原子炉格納容器信頼性実証事業）に関する

総括報告書」 

 

 

図 3-12 重大事故等時の原子炉格納容器内雰囲気温度の変化 
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図 3-13 重大事故等時の原子炉格納容器内雰囲気圧力の変化
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3.2.2 重大事故等時における原子炉格納容器の熱の輸送機能 

設計基準事故対処設備が有する最終ヒートシンクへ熱を輸送する機能が喪失した場合に

おいて原子炉格納容器の破損（炉心の著しい損傷が発生する前に生ずるものに限る。）を防

止するため，最終ヒートシンクへ熱を輸送するために必要な重大事故等対処設備として，

格納容器圧力逃がし装置及び耐圧強化ベント系を設ける。 

格納容器圧力逃がし装置は，フィルタ装置（フィルタ容器，スクラビング水，金属フィ

ルタ，よう素除去部），圧力開放板，配管・弁類，計測制御装置等で構成し，原子炉格納容

器内雰囲気ガスを不活性ガス系等を経由して，フィルタ装置へ導き，放射性物質を低減さ

せた後に原子炉建屋原子炉棟屋上に設ける放出口から放出することで，排気中に含まれる

放射性物質の環境への放出量を抑制しつつ，原子炉格納容器内に蓄積した熱を最終的な熱

の逃がし場である大気へ輸送できる設計とする。 

格納容器圧力逃がし装置を使用した場合に放出される放射性物質の放出量に対して，設

置（変更）許可において敷地境界での線量評価を行い，実効線量が 5 mSv 以下であること

を確認しており，格納容器圧力逃がし装置はこの評価条件を満足する設計とする。 

なお，詳細は，「3.2.4 重大事故等時における原子炉格納容器の過圧破損防止機能」に示

す。 

耐圧強化ベント系は，格納容器内雰囲気ガスを不活性ガス系等を経由して，主排気筒に

隣接する非常用ガス処理系排気筒を通して原子炉建屋外に放出することで，原子炉格納容

器内に蓄積した熱を最終的な熱の逃がし場である大気へ輸送できる設計とする。 

最終ヒートシンクへ熱を輸送するための設備として使用する場合の耐圧強化ベント系は，

炉心損傷前に使用するため，排気中に含まれる放射性物質及び可燃性ガスは微量である。 

耐圧強化ベント系は，使用する際に弁により他の系統・機器と隔離することにより，悪

影響を及ぼさない設計とする。 

耐圧強化ベント系の使用に際しては，原子炉格納容器が負圧とならないよう代替格納容

器スプレイ冷却系等による原子炉格納容器内へのスプレイを停止する運用とする。仮に，

原子炉格納容器内にスプレイをする場合においても，原子炉格納容器内圧力が規定の圧力

まで減圧した場合には，原子炉格納容器内へのスプレイを停止する運用とする。 

耐圧強化ベント系使用時の排出経路に設置される隔離弁は電動弁とし，常設代替交流電

源設備又は可搬型代替交流電源設備からの給電により操作が可能な設計とする。 

第一弁（Ｓ／Ｃ側），第一弁（Ｄ／Ｗ側）については，遠隔人力操作機構によって人力に

よる操作が可能な設計とし，隔離弁の操作における駆動源の多様性を有する設計とする。 

耐圧強化ベント系の系統設計流量は約 48,000 kg／h であり，サプレッション・チェンバ

及びドライウェルと接続し，いずれからも排気できる設計とする。サプレッション・チェ

ンバ側からの排気ではサプレッション・チェンバの水面からの高さを確保し，ドライウェ

ル側からの排気では，ペデスタル（ドライウェル部）の床面からの高さを確保するととも

に燃料有効長頂部よりも高い位置に接続箇所を設けることで長期的にも溶融炉心及び水没

の悪影響を受けない設計とする。 

耐圧強化ベント系を使用した場合に放出される放射性物質の放出量に対して，設置（変
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更）許可において敷地境界での線量評価を行い，実効線量が 5 mSv 以下であることを確認

しており，耐圧強化ベント系はこの評価条件を満足する設計とする。 

 

3.2.3 重大事故等時における原子炉格納容器冷却機能 

設計基準事故対処設備が有する原子炉格納容器内の冷却機能が喪失した場合において炉

心の著しい損傷を防止するために原子炉格納容器内の圧力及び温度を低下させるため，ま

た，炉心の著しい損傷が発生した場合において原子炉格納容器の破損を防止するために原

子炉格納容器内の圧力及び温度並びに放射性物質の濃度を低下させるための必要な重大事

故等対処設備として，代替格納容器スプレイ冷却系（常設）及び代替格納容器スプレイ冷

却系（可搬型）を設ける。また，想定される重大事故等時において，設計基準事故対処設

備である残留熱除去系（格納容器スプレイ冷却系）及び残留熱除去系（サプレッション・

プール冷却系）が使用できる場合は重大事故等対処設備として使用できる設計とする。 

代替格納容器スプレイ冷却系（常設）は，常設低圧代替注水系ポンプにより，代替淡水

貯槽の水を残留熱除去系等を経由して原子炉格納容器内のスプレイヘッダからドライウェ

ル内にスプレイすることで，原子炉格納容器内の圧力及び温度並びに放射性物質の濃度を

低下させることができる設計とする。 

代替格納容器スプレイ冷却系（常設）の水源である代替淡水貯槽は，複数の代替淡水源

から淡水を供給できる設計とし，淡水が枯渇した場合に，海を利用できる設計とする。 

代替格納容器スプレイ冷却系（常設）は，代替所内電気設備を経由した常設代替交流電

源又は可搬型代替交流電源設備からの給電が可能な設計とする。 

代替格納容器スプレイ冷却系（常設）は，炉心の著しい損傷及び原子炉格納容器の破損

を防止するための設備として兼用する設計とする。 

代替格納容器スプレイ冷却系（可搬型）は，可搬型代替注水中型ポンプ（直列 2台）に

より西側淡水貯水設備の水を，可搬型代替注水大型ポンプにより代替淡水貯槽の水を残留

熱除去系等を経由してスプレイヘッダからドライウェル内にスプレイすることで，原子炉

格納容器内の圧力及び温度並びに放射性物質の濃度を低下させることができる設計とする。 

代替格納容器スプレイ冷却系（可搬型）の水源である代替淡水貯槽及び西側淡水貯水設

備は，複数の代替淡水源から淡水を供給できる設計とし，淡水が枯渇した場合に，海を利

用できる設計とする。 

代替格納容器スプレイ冷却系（可搬型）は，代替所内電気設備を経由した常設代替交流

電源設備又は可搬型代替交流電源設備からの給電が可能な設計とする。また，可搬型代替

注水中型ポンプ及び可搬型代替注水大型ポンプは，空冷式のディーゼルエンジンにより駆

動できる設計とする。 

残留熱除去系（格納容器スプレイ冷却系）は，常設代替交流電源設備からの給電により

機能を復旧し，残留熱除去系ポンプによりサプレッション・チェンバのプール水をドライ

ウェル内及びサプレッション・チェンバ内にスプレイすることで原子炉格納容器を冷却で

きる設計とする。 

残留熱除去系（サプレッション・プール冷却系）は，常設代替交流電源設備からの給電
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により機能を復旧し，残留熱除去系ポンプ及び熱交換器により，サプレッション・チェン

バのプール水を冷却することで原子炉格納容器を冷却できる設計とする。 

 

3.2.4 重大事故等時における原子炉格納容器の過圧破損防止機能 

炉心の著しい損傷が発生した場合において，原子炉格納容器の過圧による破損を防止す

るために必要な重大事故等対処設備として，原子炉格納容器バウンダリを維持しながら原

子炉格納容器内の圧力及び温度を低下させるための設備である代替循環冷却系及び原子炉

格納容器内の圧力を大気中に逃がすための設備である格納容器圧力逃がし装置を設ける。 

代替循環冷却系は，Ｍａｒｋ－Ⅱ型原子炉格納容器の特徴を踏まえ多重性を有する設計

とし，代替循環冷却系ポンプによりサプレッション・チェンバのプール水を残留熱除去系

熱交換器にて冷却し，残留熱除去系等を経由して原子炉格納容器内へスプレイするととも

に，原子炉注水及びサプレッション・チェンバのプール水の除熱を行うことで，原子炉格

納容器バウンダリを維持しながら原子炉格納容器内の圧力及び温度を低下できる設計とす

る。 

原子炉圧力容器に注水された水は，原子炉圧力容器又は原子炉格納容器内配管の破断口

等から流出し，原子炉格納容器内へスプレイされた水とともに，格納容器ベント管を経て，

サプレッション・チェンバに戻ることで循環できる設計とする。 

代替循環冷却系は，代替所内電気設備を経由した常設代替交流電源設備からの給電が可

能な設計とする。 

格納容器圧力逃がし装置は，フィルタ装置（フィルタ容器，スクラビング水，金属フィ

ルタ，よう素除去部），圧力開放板，配管・弁類，計測制御装置等で構成し，原子炉格納容

器内雰囲気ガスを不活性ガス系及び耐圧強化ベント系を経由して，フィルタ装置へ導き，

放射性物質を低減させた後に原子炉建屋原子炉棟屋上に設ける放出口から排出（系統設計

流量 13.4 kg/s）することで，排気中に含まれる放射性物質の環境への放出量を低減しつ

つ，原子炉格納容器内の圧力及び温度を低下できる設計とする。 

フィルタ装置は，排気中に含まれる粒子状放射性物質，ガス状の無機よう素及び有機よ

う素を除去できる設計とする。また，無機よう素をスクラビング水中に捕集・保持するた

めにアルカリ性の状態（ｐＨ13 以上）に維持する設計とする。 

格納容器圧力逃がし装置はサプレッション・チェンバ及びドライウェルと接続し，いず

れからも排気できる設計とする。サプレッション・チェンバ側からの排気ではサプレッシ

ョン・チェンバの水面からの高さを確保し，ドライウェル側からの排気では，ドライウェ

ル床面からの高さを確保する設計とするとともに燃料有効長頂部よりも高い位置に接続箇

所を設けることで，長期的にも溶融炉心及び水没の悪影響を受けない設計とする。 

格納容器圧力逃がし装置は，排気中に含まれる可燃性ガスによる爆発を防ぐため，系統

内を不活性ガス（窒素）で置換した状態で待機させ，不活性ガスで置換できる設計とする

とともに，系統内に可燃性ガスが蓄積する可能性のある箇所にはベントラインを設け，可

燃性ガスを排出できる設計とすることで，系統内で水素濃度及び酸素濃度が可燃領域に達

することを防止できる設計とする。 
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格納容器圧力逃がし装置は，他の発電用原子炉施設とは共用しない設計とする。また，

格納容器圧力逃がし装置と他の系統・機器を隔離する弁は直列で 2 個設置し，格納容器圧

力逃がし装置と他の系統・機器を確実に隔離することで，悪影響を及ぼさない設計とする。

格納容器圧力逃がし装置の使用に際しては，原子炉格納容器が負圧とならないよう，代替

格納容器スプレイ冷却系等による原子炉格納容器内へのスプレイは停止する運用とする。

仮に，原子炉格納容器内にスプレイをする場合においても，原子炉格納容器内圧力が規定

の圧力まで減圧した場合には，原子炉格納容器内へのスプレイを停止する運用とする。 

格納容器圧力逃がし装置使用時の排出経路に設置される隔離弁は，遠隔人力操作機構（個

数 4）によって人力により容易かつ確実に操作が可能な設計とする。 

排出経路に設置される隔離弁の電動弁については，常設代替交流電源設備又は可搬型代

替交流電源設備からの給電により，中央制御室から操作が可能な設計とする。 

系統内に設ける圧力開放板は，格納容器圧力逃がし装置の使用の妨げにならないよう，

原子炉格納容器からの排気圧力と比較して十分に低い圧力で破裂する設計とする。 

格納容器圧力逃がし装置は，水の放射線分解により発生する水素がフィルタ装置内に蓄

積することを防止するため，格納容器圧力逃がし装置使用後にフィルタ装置スクラビング

水を移送ポンプ（容量 10 m３／h／個，揚程 40 m，個数 1）によりサプレッション・チェン

バへ移送できる設計とする。 

格納容器圧力逃がし装置は，西側淡水貯水設備又は代替淡水貯槽から，可搬型代替注水

中型ポンプ又は可搬型代替注水大型ポンプによりフィルタ装置にスクラビング水を補給で

きる設計とする。また，代替淡水貯槽及び西側淡水貯水設備は，複数の代替淡水源から淡

水を供給できる設計とし，淡水が枯渇した場合に，海を利用できる設計とする。 

格納容器圧力逃がし装置使用後において，可燃性ガスによる爆発及び原子炉格納容器の

負圧破損を防止するために必要な重大事故等対処設備として，窒素ガス代替注入系を設け

る。 

窒素ガス代替注入系は，窒素供給装置を用いて原子炉格納容器内に不活性ガス（窒素）

の供給が可能な設計とする。 

窒素供給装置用電源車は，窒素供給装置用電源車 1 台により，2 台の窒素供給装置に給

電できる設計とする。 

 

3.2.5 重大事故等時における原子炉格納容器下部の溶融炉心冷却機能 

炉心の著しい損傷が発生した場合において原子炉格納容器の破損を防止するため，溶融

し，ペデスタル（ドライウェル部）に落下した炉心を冷却するために必要な重大事故等対

処設備として，格納容器下部注水系（常設），格納容器下部注水系（可搬型）及びペデスタ

ル排水系を設ける。また，溶融炉心がペデスタル（ドライウェル部）に落下するまでに，

ペデスタル（ドライウェル部）にあらかじめ十分な水位を確保し，落下した溶融炉心の冷

却が可能な設計とする。なお，格納容器下部注水系（常設）によるペデスタル（ドライウ

ェル部）への注水及び格納容器下部注水系（可搬型）によるペデスタル（ドライウェル部）

への注水と合わせて，溶融炉心が原子炉圧力容器からペデスタル（ドライウェル部）へ落
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下する場合に，溶融炉心とペデスタル（ドライウェル部）のコンクリートの相互作用によ

る侵食及び溶融炉心からペデスタル（ドライウェル部）のコンクリートへの熱影響を抑制

するため，ペデスタル（ドライウェル部）にコリウムシールドを設ける。 

格納容器下部注水系（常設）は，常設低圧代替注水系ポンプにより，代替淡水貯槽の水

を格納容器下部注水系配管等を経由してペデスタル（ドライウェル部）へ注水し，溶融炉

心が落下するまでにペデスタル（ドライウェル部）にあらかじめ十分な水位を確保すると

ともに，落下した溶融炉心を冷却できる設計とする。 

格納容器下部注水系（常設）の水源である代替淡水貯槽は，複数の代替淡水源から淡水

を供給できる設計とし，淡水が枯渇した場合に，海を利用できる設計とする。 

格納容器下部注水系（常設）は，代替所内電気設備を経由した常設代替交流電源設備又

は可搬型代替交流電源設備からの給電が可能な設計とする。 

格納容器下部注水系（可搬型）は，可搬型代替注水中型ポンプ（直列 2 台）により，西

側淡水貯水設備の水を建屋内にあらかじめ敷設した格納容器下部注水系配管等を経由して

ペデスタル（ドライウェル部）へ注水し，溶融炉心が落下するまでにペデスタル（ドライ

ウェル部）にあらかじめ十分な水位を確保するとともに，落下した溶融炉心を冷却できる

設計とする。 

格納容器下部注水系（可搬型）の水源である西側貯水設備は，複数の代替淡水源から淡

水を供給できる設計とし，淡水が枯渇した場合に，海を利用できる設計とする。 

格納容器下部注水系（可搬型）は，代替所内電気設備を経由した常設代替交流電源設備

又は可搬型代替交流電源設備からの給電が可能な設計とする。また，可搬型代替注水中型

ポンプは，空冷式のディーゼルエンジンにより駆動できる設計とする。 

なお，可搬型代替注水大型ポンプにより代替淡水貯槽の水を建屋内にあらかじめ敷設し

た格納容器下部注水系配管等を経由してペデスタル（ドライウェル部）へ注水し，溶融炉

心が落下するまでにペデスタル（ドライウェル部）にあらかじめ十分な水位を確保すると

ともに，落下した溶融炉心を冷却できる設計とする。 

コリウムシールドは，溶融炉心がペデスタル（ドライウェル部）へと落下した場合にお

いて，溶融炉心とペデスタル（ドライウェル部）のコンクリートの相互作用による侵食及

び溶融炉心からペデスタル（ドライウェル部）のコンクリートへの熱影響を抑制するため，

寸法が高さ1.88m，厚さ0.15m，材料がジルコニア（ZrO２），個数が1個の設計とする。なお，

コリウムシールドは耐震性を有する設計とする。 

ペデスタル排水系は，ドライウェル圧力高信号及び原子炉水位異常低下信号（L1）によ

り，ペデスタル（ドライウェル部）内へ流入する配管に対してペデスタル（ドライウェル

部）外側に設置した制限弁を自動閉止し，ペデスタル（ドライウェル部）への流入水を制

限するとともに，格納容器床ドレンサンプに貯留された水が格納容器床ドレンサンプ及び

格納容器機器ドレンサンプの排水流路により排出されることで，必要な水位を維持できる

設計とする。また，ベント管に接続する排水弁は，原子炉圧力容器破損前に閉とし，原子

炉圧力容器破損後のペデスタル水のサプレッション・チェンバへの流出を防止する設計と

する。 
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格納容器床ドレンサンプの排水流路のうち，格納容器床ドレンサンプ導水管は，ペデス

タル（ドライウェル部）内の水位を常時 1 m に維持するため，格納容器床ドレンサンプ床

面から高さが 1 m の設計とする。また，格納容器機器ドレンサンプの排水流路のうち，格

納容器機器ドレンサンプ導水管は，ペデスタル（ドライウェル部）内の水位が 1.2 m 以上

であるときに，格納容器床ドレンサンプの排水流路に加え，格納容器機器ドレンサンプの

排水流路から排出するため，格納容器床ドレンサンプ床面から高さが1.2 mの設計とする。

なお，格納容器床ドレンサンプ及び格納容器機器ドレンサンプの排水流路は，原子炉圧力

容器破損後に排水流路内でデブリが凝固する構造とし，サプレッション・チェンバへのデ

ブリ流出を防止する設計とする。 

原子炉圧力容器破損前までに想定される落下物により，格納容器床ドレンサンプ導水管

及び格納容器機器ドレンサンプ導水管が損傷することを防止するため，格納容器床ドレン

サンプ導水管カバー及び格納容器機器ドレン導水管カバーを設ける設計とする。また，格

納容器床ドレンサンプ導水管カバー及び格納容器機器ドレン導水管用カバーは，異物によ

る排水機能への悪影響を防止するため，異物混入防止機能を有した設計とする。なお，格

納容器床ドレンサンプ導水管カバー及び格納容器機器ドレン導水管カバーは耐震性を有し

た設計とする。 

炉心の著しい損傷が発生した場合に溶融炉心のペデスタル（ドライウェル部）の床面へ

の落下を遅延・防止するための重大事故等対処設備として，低圧代替注水系（常設），低圧

代替注水系（可搬型），高圧代替注水系，代替循環冷却系及びほう酸水注入系を設ける。 

低圧代替注水系（常設），低圧代替注水系（可搬型），高圧代替注水系，代替循環冷却系

及びほう酸水注入系は，低圧代替注水系（常設），低圧代替注水系（可搬型），高圧代替注

水系及び代替循環冷却系のいずれかと並行してほう酸水注入系による原子炉圧力容器への

注水を行うことで溶融炉心を冷却できる設計とする。 

低圧代替注水系（常設）は，常設低圧代替注水系ポンプにより，代替淡水貯槽の水を残

留熱除去系等を経由して原子炉圧力容器へ注水することで溶融炉心を冷却できる設計とす

る。 

低圧代替注水系（常設）の水源である代替淡水貯槽は，複数の代替淡水源から淡水を供

給できる設計とし，淡水が枯渇した場合に，海を利用できる設計とする。 

低圧代替注水系（可搬型）は，可搬型代替注水中型ポンプ（直列 2 台）により西側淡水

貯水設備の水を，可搬型代替注水大型ポンプにより代替淡水貯槽の水を低圧炉心スプレイ

系等又は残留熱除去系等を経由して原子炉圧力容器に注水することで溶融炉心を冷却でき

る設計とする。 

低圧代替注水系（可搬型）の水源である代替淡水貯槽及び西側貯水設備は，複数の代替

淡水源から淡水を供給できる設計とし，淡水が枯渇した場合に，海を利用できる設計とす

る。 

高圧代替注水系は，蒸気タービン駆動ポンプによりサプレッション・チェンバのプール

水を高圧炉心スプレイ系等を経由して，原子炉圧力容器へ注水することで溶融炉心を冷却

できる設計とする。 
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代替循環冷却系は，代替循環冷却系ポンプにより，サプレッション・チェンバのプール

水を残留熱除去系等を経由して原子炉圧力容器へ注水することで溶融炉心を冷却できる設

計とする。 

ほう酸水注入系は，ほう酸水注入ポンプにより，ほう酸水を原子炉圧力容器へ注入する

ことで，溶融炉心のペデスタル（ドライウェル部）の床面への落下を遅延・防止する設計

とする。 

 

 

3.2.6 重大事故等時における水素爆発による原子炉格納容器の破損防止機能 

炉心の著しい損傷が発生した場合において原子炉格納容器内における水素爆発による破

損を防止するための重大事故等対処設備として，原子炉格納容器内を不活性化するための

設備である窒素供給装置及び原子炉格納容器内に滞留する水素及び酸素を大気へ排出する

ための設備である格納容器圧力逃がし装置を設ける。 

また，炉心の著しい損傷が発生した場合において原子炉格納容器内における水素爆発に

よる破損を防止できるよう，発電用原子炉の運転中は，原子炉格納容器内を不活性ガス系

により常時不活性化する設計とする。 

窒素供給装置は，原子炉格納容器内に窒素を供給することで，ジルコニウム－水反応及

び水の放射線分解等により原子炉格納容器内に発生する水素及び酸素の濃度を可燃限界未

満にできる設計とする。 

窒素供給装置は，窒素供給装置用電源車から給電できる設計とする。 

格納容器圧力逃がし装置は，炉心の著しい損傷が発生した場合において，原子炉格納容

器内雰囲気ガスを不活性ガス系等を経由して，フィルタ装置へ導き，放射性物質を低減さ

せた後に原子炉建屋原子炉棟屋上に設ける放出口から排出することで，排気中に含まれる

放射性物質の環境への排出を低減しつつ，ジルコニウム－水反応及び水の放射線分解等に

より発生する原子炉格納容器内の水素及び酸素を大気に排出できる設計とする。 

格納容器圧力逃がし装置は，排気中に含まれる可燃性ガスによる爆発を防ぐため，系統

内を不活性ガス（窒素）で置換した状態で待機させ，ベント開始後においても不活性ガス

で置換できる設計とし，排出経路に可燃性ガスが蓄積する可能性のある箇所にはベントラ

インを設け，可燃性ガスを排出できる設計とすることで，系統内で水素濃度及び酸素濃度

が可燃領域に達することを防止できる設計とする。 

なお，詳細はＶ-1-8-2「原子炉格納施設の水素濃度低減性能に関する説明書」に示す。 

 

3.2.7 重大事故等時における水素爆発による原子炉建屋等の損傷防止機能 

炉心の著しい損傷が発生した場合において原子炉建屋等の水素爆発による損傷を防止す

るために原子炉格納容器から原子炉建屋原子炉棟内に漏えいした水素等を含む気体を排出

するとともに，放射性物質を低減するための重大事故等対処設備として，水素排出設備で

ある原子炉建屋ガス処理系を設ける。また，原子炉建屋原子炉棟内の水素濃度上昇を抑制

し，水素濃度を可燃限界未満に制御するための重大事故等対処設備として，水素濃度制御
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設備である静的触媒式水素再結合器を設ける。 

水素排出設備である原子炉建屋ガス処理系の非常用ガス処理系排風機及び非常用ガス再

循環系排風機は，負圧達成機能及び負圧維持機能をもち，原子炉格納容器から原子炉建屋

原子炉棟内に漏えいする水素等を含む気体を吸引し，非常用ガス処理系フィルタトレイン

及び非常用ガス再循環系フィルタトレインにて放射性物質を低減して主排気筒に隣接する

非常用ガス処理系排気筒から排出することで，原子炉建屋原子炉棟内に水素が滞留せず，

水素爆発による原子炉建屋原子炉棟の損傷の防止が可能な設計とする。 

水素濃度制御設備である静的触媒式水素再結合器は，運転員の起動操作を必要とせずに，

原子炉格納容器から原子炉建屋原子炉棟内に漏えいした水素と酸素を触媒反応によって再

結合させることで，原子炉建屋原子炉棟内の水素濃度の上昇を抑制し，原子炉建屋原子炉

棟の水素爆発を防止できる設計とする。 

なお，詳細はＶ-1-8-2「原子炉格納施設の水素濃度低減性能に関する説明書」に示す。 

 

3.2.8 原子炉格納容器外面への放水設備等 

炉心の著しい損傷及び原子炉格納容器の破損に至った場合において，発電所外への放射

性物質の拡散を抑制するための設備として，原子炉建屋放水設備及び海洋拡散抑制設備を

設ける。また，原子炉建屋周辺における航空機衝突による航空機燃料火災に対応できる設

備として，原子炉建屋放水設備を設ける設計とする。 

大気への拡散を抑制するための重大事故等対処設備として，原子炉建屋放水設備は，可

搬型代替注水大型ポンプにより海水を取水し，ホースを経由して放水砲から原子炉建屋へ

放水できる設計とする。可搬型代替注水大型ポンプ及び放水砲は，設置場所を任意に設定

し，複数の方向から原子炉建屋に向けて放水できる設計とする。また，原子炉建屋周辺に

おける航空機衝突による航空機燃料火災に対応するため，可搬型代替注水大型ポンプによ

り泡混合器を通して，海水を泡消火薬剤と混合しながらホースを経由して放水砲から原子

炉建屋周辺へ放水できる設計とする。 

海洋への放射性物質の拡散を抑制するための重大事故等対処設備として，海洋拡散抑制

設備は，汚濁防止膜等で構成し，汚濁防止膜（可搬型）は，汚染水が発電所から海洋に流

出する雨水排水路集水桝及び放水路に設置できる設計とする。 

汚濁防止膜（可搬型）は，海洋への放射性物質の拡散を抑制するため，設置場所に応じ

た高さ及び幅を有する設計とする。また，予備については，保守点検は目視点検であり，

保守点検中でも使用可能であるため，保守点検用は考慮せずに，破れ等の破損時の予備用

として各設置場所に保管する。 
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4. 重大事故等時における原子炉格納容器の放射性物質閉じ込め機能評価及びその他影響確認 

重大事故等時の評価温度，評価圧力に対して原子炉格納容器の構造健全性及び機能維持につい

て評価する。 

4.1 重大事故等時における原子炉格納容器の放射性物質閉じ込め機能評価 

4.1.1 評価方針 

   「3.2.1 重大事故等時の評価温度，評価圧力」で設定した重大事故等時の原子炉格納容器の

評価温度（200 ℃），評価圧力（2 Pd）を用いて，その環境下での原子炉格納容器の放射性物質

閉じ込め機能について評価部位ごとに評価することにより，その機能が損なわれることがない

ことを確認する。 

原子炉格納容器の放射性物質の閉じ込め機能を確認するため，200 ℃，2Pd の環境下で原子

炉格納容器本体及び開口部等のリ－クパスとなる可能性のある部位を抽出し，規格を用いた構

造健全性評価にて原子炉格納容器の放射性物質閉じ込め機能について確認する。 

さらに，福島第一原子力発電所での事故において，原子炉格納容器からの漏えい要因の一つ

として指摘されている原子炉格納容器に設置されるフランジ部等のシール部についても評価部

位として抽出し，試験結果を用いた機能維持評価により原子炉格納容器の放射性物質閉じ込め

機能について確認する。 

 

4.1.2 評価対象部位及び評価対象部位における機能喪失要因 

図 3-3～図 3-9「原子炉格納容器バウンダリ及び隔離弁 全体概要図」に示す原子炉格納容器

バウンダリを構成する機器から，以下のとおり評価対象部位を抽出し，評価部位ごとに放射性

物質の閉じ込め機能喪失の要因を抽出する。 

評価対象部位として200 ℃，2 Pdの環境下で原子炉格納容器の放射性物質の閉じ込め機能が

損なわれることがないよう原子炉格納容器本体について強度評価する。また，原子炉格納容器

の開口部及び貫通部については，構造上原子炉格納容器の変位荷重等の影響によりリークパス

になる可能性があるため，評価対象部位として抽出する。開口部のシール部についても，ガス

ケットの劣化及びシール部の変形に伴いリークパスになる可能性があるため評価対象部位とす

る。 

原子炉格納容器の機能喪失要因としては脆性破壊，疲労破壊，座屈及び延性破壊が考えられ

るため，これらの破損モードの中から原子炉格納容器内の環境条件等を考慮し，評価対象ごと

に想定される機能喪失要因を抽出する。 

機能喪失要因の詳細な抽出内容については別添1の評価対象ごとの「評価方針」の項にて説明

する。 

以下に，原子炉格納容器バウンダリ構成部である評価対象部位を以下に示す。また，バウン

ダリ構成部の概要図を図4-1に示す。 
① 原子炉格納容器本体 
② トップヘッドフランジ 
③ 機器搬入用ハッチ 
④ サプレッション・チェンバアクセスハッチ 
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⑤ 所員用エアロック 

⑥ 配管貫通部 

・接続配管 

・スリーブ 

・平板類※，セーフエンド，伸縮継手 
※：平板，穴あき平板，フランジ，ボルト締め平板，フルードヘッド 

⑦ 電気配線貫通部 
・アダプタ，ヘッダ，モジュール 

⑧ 原子炉格納容器隔離弁 
 
 

 
 

図4-1 原子炉格納容器バウンダリ構成部の概要図 
 
 
 
原子炉格納容器バウンダリ構成部の重大事故時における放射性物質の閉じ込め機能喪失の要

因（以下「機能喪失要因」という。）として，原子炉格納容器内の温度，圧力条件や原子炉格納

容器本体の変形から，表 4-1 に示す機能喪失要因が想定される。  
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表 4-1 評価対象における機能喪失要因 

評価対象 
機能喪失要因 

構造部 シール部 
①原子炉格納容器本体 
（トップヘッド，ドライウェル，

サプレッション・チェンバ） 

一般構造部 延性破壊 － 

構造不連続部 延性破壊 － 

②トップヘッドフランジ フランジ部 延性破壊 開口，シール材劣化

③機器搬入用ハッチ 
円筒胴 延性破壊 － 
鏡板 延性破壊 － 
フランジ部 延性破壊 開口，シール材劣化

④サプレッション・チェンバ 
アクセスハッチ 

円筒胴 延性破壊 － 
鏡板 延性破壊 － 
フランジ部 延性破壊 開口，シール材劣化

⑤所員用エアロック 
円筒胴，隔壁 延性破壊 － 
扉板 － 開口，シール材劣化

シール部（扉以外） － シール材劣化 

⑥配管貫通部 

接続配管 延性破壊 － 
スリーブ 
（本体・取付部） 延性破壊 － 

平板類 延性破壊 開口，シール材劣化

セーフエンド 延性破壊 － 
伸縮継手 疲労破壊 － 

⑦電気配線貫通部 
アダプタ 延性破壊 － 
ヘッダ 延性破壊 － 
モジュール － シール材劣化 

⑧原子炉格納容器隔離弁 
耐圧部（弁箱） 延性破壊 － 
シール部 － シール材劣化 
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4.1.3 評価方法 

機能喪失要因に対する評価方法は，各評価対象に対し放射性物質の閉じ込め機能を確保でき

る判断基準を設定し，以下の(a)～(c)のいずれかの方法により評価し，200 ℃，2Pdの環境下で

の構造健全性及びシール部の機能維持を確認する。 

(a) 「発電用原子力設備規格（設計・建設規格（2005年版（2007 年追補版含む。））ＪＳＭ

Ｅ Ｓ ＮＣ１-2005／2007）」（以下「設計・建設規格」という。）等に準拠した評価 

(b) 設計・建設規格の準用等による評価 

(c) 既往研究又は解析結果等を活用した評価 

 

評価方法による評価対象の分類を図4-2及び表4-2に示す。 
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図4-2 評価方法による評価対象の分類 

  

評価対象機器の選定 

・原子炉格納容器本体 
 一般構造部，構造不連続部 
・トップヘッドフランジ 
 フランジ部 
・機器搬入用ハッチ 
 円筒胴，鏡板，フランジ部 
・サプレッション・チェンバアクセスハッチ 
 円筒胴，鏡板，フランジ部 
・所員用エアロック 
 円筒胴，隔壁，扉板，シール部 
・配管貫通部 
 接続配管，スリーブ，平板類，セーフエンド，伸縮継手 
・電気配線貫通部 
 アダプタ，ヘッダ，モジュール 
・原子炉格納容器隔離弁 
 耐圧部（弁箱），シール部 

既往研究又は解析結果等を活用した評価
で確認 

表 4-2 の評価方法(a)参照 

シール部（試験結果等を用いた評価） 

表 4-2 の評価方法(b)参照 

機能喪失要因の抽出と評価方法の設定 

設計・建設規格等に準拠
した評価で確認できる

設計・建設規格の準用等による評価で確認 

構造部（規格を用いた評価） 

Yes 

表 4-2 の評価方法(c)参照 

No 
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表
4
-
2 

評
価

対
象

の
分

類
及
び

評
価
内

容
（

1／
2
）
 

評
価
対
象
 

想
定
さ
れ
る
 

機
能
喪
失
要
因
 

評
価
方
法
 

※
１
 

評
価
方
法
の
概
要
 

判
定
基
準
 

原 子 炉 

格 納 容 器 

本 体

一
般
構
造
部
，
構
造
不

連
続
部
 

延
性
破
壊
 

(一
般
構
造
部
) 

(
a)
 

Ⅴ
-3
-9
-
1-
1「

原
子
炉
格
納
容
器
本
体
の
強
度
計
算
書
」
に
記
載
。
 

延
性
破
壊
 

(構
造
不
連
続
部
) 

ハ ッ チ 類 

ト
ッ

プ
ヘ

ッ
ド

フ
ラ

ン
ジ
 

延
性
破
壊
 

（
フ
ラ
ン
ジ
，
ボ
ル
ト
）
 

(
a)
 

Ⅴ
-3
-9
-
1-
1「

原
子
炉
格
納
容
器
本
体
の
強
度
計
算
書
」
に
記
載
。
 

開
口
，
高
温
劣
化
 

（
シ
ー
ル
部
）
 

(
c)
 

有
限

要
素

法
を

用
い

た
弾

塑
性

解
析

結
果

に
よ

る
開

口
量

評
価

及
び

ガ
ス

ケ
ッ

ト
の

試
験

結
果

に
基

づ
き

評
価

を
実
施
。
 

シ
ー
ル
部
が
健
全
で
あ
る
こ
と
 

機
器
搬
入
用
ハ
ッ
チ
 

延
性
破
壊
 

(
円

筒
胴

，
鏡

板
，

フ
ラ

ン

ジ
，
ボ
ル
ト
) 

(
a)
 

Ⅴ
-3
-9
-
1-
2「

機
器
搬
出
入
口
の
強
度
計
算
書
」
に
記
載
。
 

開
口
，
高
温
劣
化
 

（
シ
ー
ル
部
）
 

(
c)
 

有
限

要
素

法
を

用
い

た
弾

塑
性

解
析

結
果

に
よ

る
開

口
量

評
価

及
び

ガ
ス

ケ
ッ

ト
の

試
験

結
果

に
基

づ
き

評
価

を
実
施
。
 

シ
ー
ル
部
が
健
全
で
あ
る
こ
と
 

サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
チ

ェ
ン

バ
ア

ク
セ

ス
ハ

ッ
チ
 

延
性
破
壊
 

(
円

筒
胴

，
鏡

板
，

フ
ラ

ン
ジ
，
ボ
ル
ト
) 

(
a)
 

Ⅴ
-3
-9
-
1-
3「

エ
ア
ロ
ッ
ク
の
強
度
計
算
書
」
に
記
載
。
 

開
口
，
高
温
劣
化
 

（
シ
ー
ル
部
）
 

(
c)
 

有
限

要
素

法
を

用
い

た
弾

塑
性

解
析

結
果

に
よ

る
開

口
量

評
価

及
び

ガ
ス

ケ
ッ

ト
の

試
験

結
果

に
基

づ
き

評
価

を
実
施
。
 

シ
ー
ル
部
が
健
全
で
あ
る
こ
と
 

所
員
用
エ
ア
ロ
ッ
ク
 

延
性
破
壊
 

(円
筒
胴
) 

(
a)
 

Ⅴ
-3
-9
-
1-
3「

エ
ア
ロ
ッ
ク
の
強
度
計
算
書
」
に
記
載
。
 

延
性
破
壊
 

(隔
壁
) 

開
口
，
高
温
劣
化
 

(扉
板
シ
ー
ル
部
) 

(
b)
 

機
械

工
学

便
覧

の
は

り
の

た
わ

み
計

算
式

を
用

い
た

開
口

量
評

価
及

び
ガ

ス
ケ

ッ
ト

の
試

験
結

果
に

基
づ

き
評

価
を
実
施
。
 

シ
ー
ル
部
が
健
全
で
あ
る
こ
と
 

開
口
，
高
温
劣
化
 

(そ
の
他
シ
ー
ル
部
) 

(
c)
 

シ
ー
ル
材
に
つ
い
て
，
ガ
ス
ケ
ッ
ト
の
試
験
結
果
及
び
材
料
特
性
に
よ
り
耐
性
を
評
価
。
 

シ
ー
ル
部
が
健
全
で
あ
る
こ
と
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表
4
-
2 

評
価

対
象

の
分

類
及
び

評
価
内

容
（

2／
2
）
 

評
価
対
象
 

想
定
さ
れ
る
 

機
能
喪
失
要
因
 

評
価
方
法
 

※
1
 

評
価
方
法
の
概
要
 

判
定
基
準
 

配 管 貫 通 部
 

接
続
配
管
 

延
性
破
壊
 

(
a)
 

Ⅴ
-3
-5
-
4-
1「

高
圧
炉
心
ス
プ
レ
イ
系
の
強
度
計
算
書
」
に
記
載
。
 

ス
リ
ー
ブ
 

延
性
破
壊
 

(ス
リ
ー
ブ
本
体
) 

(
a)
 

Ⅴ
-3
-9
-
1-
4
-1
「
原
子
炉
格
納
容
器
貫
通
部
の
強
度
計
算
書
」
に
記
載
。
 

延
性
破
壊
 

(ス
リ
ー
ブ
取
付
部
) 

平
板
類
 

延
性
破
壊
 

(ボ
ル
ト
締
め
平
板
) 

(
a)
 

Ⅴ
-3
-9
-
1-
4
-1
「
原
子
炉
格
納
容
器
貫
通
部
の
強
度
計
算
書
」
に
記
載
。
 

延
性
破
壊
 

(フ
ラ
ン
ジ
，
ボ
ル
ト
) 

開
口
，
高
温
劣
化
 

（
シ
ー
ル
部
）
 

(
b)
 

文
献
の
理
論
式
を
用
い
て

20
0℃

，
2P
d
に
お
け
る
開
口
量
評
価
及
び
ガ
ス
ケ
ッ
ト
の
試
験
結
果
に
基
づ
き
評
価

を
実
施
。
 

シ
ー
ル
部
が
健
全
で
あ
る
こ
と
 

セ
ー
フ
エ
ン
ド
 

延
性
破
壊
 

(
a)
 

Ⅴ
-3
-9
-
1-
4
-1
「
原
子
炉
格
納
容
器
貫
通
部
の
強
度
計
算
書
」
に
記
載
。
 

伸
縮
継
手
 

疲
労
破
壊
 

(
a)
 

Ⅴ
-3
-9
-
1-
4
-2
「
原
子
炉
格
納
容
器
貫
通
部
ベ
ロ
ー
ズ
の
強
度
計
算
書
」
に
記
載
。
 

電 気 配 線 
 貫 通 部 

ア
ダ
プ
タ
 

延
性
破
壊
 

(
a)
 

Ⅴ
-3
-9
-
1-
4
-3
「
電
気
配
線
貫
通
部
の
強
度
計
算
書
」
に
記
載
。
 

ヘ
ッ
ダ
 

延
性
破
壊
 

モ
ジ
ュ
ー
ル
 

高
温
劣
化
 

（
シ
ー
ル
部
）
 

(
c)
 

電
気
ペ
ネ
共
研
，
NU
PE
C
試
験
等
の
結
果
に
よ
り
，
20
0℃

，
2P
d
に
お
け
る
耐
漏
え
い
性
を
評
価
。
 

設
計
漏
え
い
量
以
下
 

原 子 炉 格 納 
 容 器 隔 離 弁 

不
活
性
ガ
ス
系
 

バ
タ
フ
ラ
イ
弁
 

延
性
破
壊
 

(
a)
 

レ
ー
テ
ィ
ン
グ
設
計
（
圧
力
ク
ラ
ス

1.
0
3M
P
a）

の
20
0℃

に
お
け
る
許
容
圧
力
に
よ
り
評
価
。
 

0
.6
2
MP
a
[g
a
ge
]
 (
2
Pd
)以

上
 

高
温
劣
化
 

（
シ
ー
ル
部
）
 

(
c)
 

実
機
を
模
擬
し
た
漏
え
い
確
認
試
験
(2
0
0℃

，
2P
d
以
上
)に

よ
り
評
価
。
 

設
計
漏
え
い
量
以
下
 

T
IP

ボ
ー
ル
弁
 

延
性
破
壊
 

(
a)
 

レ
ー
テ
ィ
ン
グ
設
計
（
圧
力
ク
ラ
ス

1.
0
3M
P
a）

の
20
0℃

に
お
け
る
許
容
圧
力
に
よ
り
評
価
。
 

0
.6
2
MP
a
[g
a
ge
]
 (
2
Pd
)以

上
 

高
温
劣
化
 

（
シ
ー
ル
部
）
 

(
c)
 

シ
ー
ル
材
に
つ
い
て
，
ガ
ス
ケ
ッ
ト
の
試
験
結
果
よ
り
耐
性
を
評
価
。
 

シ
ー
ル
部
が
健
全
で
あ
る
こ
と
 

※
１
：

(a
) 
設
計
・
建
設
規
格
等
に
準
拠
し
た
評
価

 
 

 
 

  
(b

) 
設
計
・
建
設
規
格
の
準
用
等
に
よ
る
評
価

 
 

 
 

  
(c

) 
既
往
研
究
及
び
解
析
結
果
等
を
活
用
し
た
評
価
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4.1.4 評価結果 

原子炉格納容器本体及び原子炉格納容器に設置されている開口部（機器搬入用ハッチ，

サプレッション・チェンバアクセスハッチ，所員用エアロック）については，設計・建設

規格の規格式による応力評価等を行い，判定値を満足することにより200 ℃，2 Pdの環境

下での構造健全性を確認した。 

原子炉格納容器貫通部（配管貫通部，電線貫通部）及び原子炉格納容器隔離弁について

は，設計・建設規格等による評価を行い，判定値を満足することにより200 ℃，2 Pdの環

境下での構造健全性を確認した。 

また，機器搬入用ハッチ，サプレッション・チェンバアクセスハッチ等の開口部のシー

ル部，不活性ガス系バタフライ弁等については電気ペネ共研等での試験結果を基に評価を

行い，200 ℃，2 Pdの環境下での機能維持が可能であることを確認した。 
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表
4
-
3 

評
価

結
果

ま
と

め
（

1
／

2）
 

評
価
対
象
 

評
価
点
 

評
価
方
法
 

評
価
条
件
 

評
価
値

※
１
 

判
定
基
準
 

評
価
結
果
 

原
子
炉
格
納
容
器
本
体
 

一
般
構
造
部
 

Ⅴ
-3
-9
-
1-
1「

原
子
炉
格
納
容
器
本
体
の
強
度
計
算
書
」
に
記
載
。
 

構
造
不
連
続
部
 

ト
ッ
プ
ヘ
ッ
ド
フ
ラ
ン
ジ
 

構
造

部
（

フ
ラ

ン
ジ

，
ボ

ル

ト
）
 

Ⅴ
-3
-9
-
1-
1「

原
子
炉
格
納
容
器
本
体
の
強
度
計
算
書
」
に
記
載
。
 

 

シ
ー

ル
部

（
フ

ラ
ン

ジ
，

ガ
ス
ケ
ッ
ト
）
 

有
限
要
素
法
（
FE
M）

 
ガ
ス
ケ
ッ
ト
試
験
 

2
00
 ℃

 
2
 P
d 

開
口
量
：

m(
内
側
)，

(外
側
) 

許
容
開
口
量
(

)以
下
 

シ
ー
ル
機
能
維
持

※
２
 

機
器
搬
入
用
ハ
ッ
チ
 

構
造

部
（

円
筒

胴
，

鏡
板

，
フ
ラ
ン
ジ
，
ボ
ル
ト
）
 

Ⅴ
-3
-9
-
1-
2「

機
器
搬
出
入
口
の
強
度
計
算
書
」
に
記
載
。
 

シ
ー

ル
部

（
フ

ラ
ン

ジ
，

ガ
ス
ケ
ッ
ト
）
 

有
限
要
素
法
（
FE
M）

 
ガ
ス
ケ
ッ
ト
試
験
 

2
00
 ℃

 
2
 P
d 

開
口
量
：

m(
内
側
)，

m(
外
側
) 

許
容
開
口
量

)以
下
 

シ
ー
ル
機
能
維
持

※
２
 

サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
チ
ェ
ン
バ

ア
ク
セ
ス
ハ
ッ
チ
 

構
造

部
（

円
筒

胴
，

鏡
板

，
フ
ラ
ン
ジ
，
ボ
ル
ト
）
 

Ⅴ
-3
-9
-
1-
3「

エ
ア
ロ
ッ
ク
の
強
度
計
算
書
」
に
記
載
。
 

シ
ー

ル
部

（
フ

ラ
ン

ジ
，

ガ
ス
ケ
ッ
ト
）
 

有
限
要
素
法
（
FE
M）

 
ガ
ス
ケ
ッ
ト
試
験
 

2
00
 ℃

 
2
 P
d 

開
口
量
：

m(
内
側
)，

m(
外
側
) 

許
容
開
口
量

)以
下
 

シ
ー
ル
機
能
維
持

※
２
 

所
員
用
エ
ア
ロ
ッ
ク
 

構
造
部
（
円
筒
胴
）
 

Ⅴ
-3
-9
-
1-
3「

エ
ア
ロ
ッ
ク
の
強
度
計
算
書
」
に
記
載
。
 

構
造
部
（
隔
壁
）
 

シ
ー
ル
部
（
扉
板
シ
ー
ル
部
） 

機
械
工
学
便
覧
 

ガ
ス
ケ
ッ
ト
試
験
 

2
00
 ℃

 

2
 P
d 

開
口
量
：

m 
許
容
開
口
量
(

)以
下
 

シ
ー
ル
機
能
維
持

※
２
 

シ
ー

ル
部

（
そ

の
他

シ
ー

ル
部
）
 

ガ
ス
ケ
ッ
ト
試
験
 

材
料
仕
様
 

2
00
 ℃

 
以
上
 

以
上
 

シ
ー
ル
機
能
維
持

※
３
 

※
１
：
複
数
評
価
し
て
い
る
項
目
は
最
も
厳
し
い
値
を
記
載

 
※
２
：
フ
ラ
ン
ジ
部
の
形
状
・
寸
法
に
基
づ
き
解
析
等
に
よ
り
算
出
し
た
開
口
量
が
，
圧
縮
永
久
ひ
ず
み
試
験
結
果
及
び
実
機
フ
ラ
ン
ジ
模
擬
試
験
の
漏
え
い
試
験
結
果
に
基
づ
き
設
定
し
た
許
容
開
口
量
以
下
で
あ
る
こ
と
を
確
認

 
※
３
：
シ
ー
ル
材
の
試
験
結
果
又
は
材
料
仕
様
に
よ
り
高
温
環
境
下
に
お
け
る
耐
性
を
確
認

 
※
４
：
試
験
に
お
け
る
漏
え
い
量
が
設
計
漏
え
い
量
以
下
で
あ
る
こ
と
を
確
認
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評
価

結
果

ま
と

め
（

2
／

2）
 

評
価
対
象
 

評
価
点
 

評
価
方
法
 

評
価
条
件
 

評
価
値

※
１
 

判
定
基
準
 

評
価
結
果
 

配
管
 

貫
通
部
 

接
続
配
管
 

同
左
 

Ⅴ
-3
-5
-
4-
1「

高
圧
炉
心
ス
プ
レ
イ
系
の
強
度
計
算
書
」
に
記
載
。
 

ス
リ
ー
ブ
 

ス
リ
ー
ブ
本
体
 

Ⅴ
-3
-9
-
1-
4
-1
「
原
子
炉
格
納
容
器
貫
通
部
の
強
度
計
算
書
」
に
記
載
。
 

ス
リ
ー
ブ
取
付
部
 

平
板
類
 

構
造
部
（
ボ
ル
ト
締
め
平
板
）
 
Ⅴ
-3
-9
-
1-
4
-1
「
原
子
炉
格
納
容
器
貫
通
部
の
強
度
計
算
書
」
に
記
載
。
 

構
造
部
（
フ
ラ
ン
ジ
，
ボ
ル
ト
） 

シ
ー
ル

部
（

フ
ラ

ン
ジ

，
ガ

ス

ケ
ッ
ト
）
 

文
献
の
理
論
式
 

2
00
 ℃

 

2
 P
d 

開
口
量
：

m 
許
容
開
口
量

)以
下
  

シ
ー
ル
機
能
維
持

※
２
 

セ
ー
フ
エ
ン
ド
 

同
左
 

Ⅴ
-3
-9
-
1-
4
-1
「
原
子
炉
格
納
容
器
貫
通
部
の
強
度
計
算
書
」
に
記
載
。
 

伸
縮
継
手
 

同
左
 

Ⅴ
-3
-9
-
1-
4
-2
「
原
子
炉
格
納
容
器
貫
通
部
ベ
ロ
ー
ズ
の
強
度
計
算
書
」
に
記
載
。
 

電
気
配
線
 

貫
通
部
 

ア
ダ
プ
タ
 

同
左
 

Ⅴ
-3
-9
-
1-
4
-3
「
電
気
配
線
貫
通
部
の
強
度
計
算
書
」
に
記
載
。
 

ヘ
ッ
ダ
 

同
左
 

モ
ジ
ュ
ー
ル
 

シ
ー
ル
部
（
モ
ジ
ュ
ー
ル
）
 

電
気
ペ
ネ
共
研
，
 

N
UP
EC

試
験
 

2
00
 ℃

 
2
 P
d 

漏
え
い
な
し
 

設
計
漏
え
い
量
以
下
 

シ
ー
ル
機
能
維
持

※
４
 

原
子
炉
 

格
納
容
器
 

隔
離
弁
 

不
活
性
ガ
ス
系

バ
タ
フ
ラ
イ
弁
 

耐
圧
部
（
弁
箱
）
 

レ
ー
テ
ィ
ン
グ
設
計
 

2
00
 ℃

 
2
 P
d 

許
容
圧
力
：
1.
4
0 
M
Pa
[
ga
g
e]
 

0
.6
2
 M
P
a[
g
ag
e
](
2
Pd
)以

上
 

破
断
せ
ず
 

弁
シ
ー
ト
部
 

漏
え
い
確
認
試
験
 

2
00
 ℃

 

2
 P
d 

漏
え
い
な
し
 

設
計
漏
え
い
量
以
下
 

シ
ー
ル
機
能
維
持

※
４
 

Ｔ
Ｉ
Ｐ
ボ
ー
ル

弁
 

耐
圧
部
（
弁
箱
）
 

レ
ー
テ
ィ
ン
グ
設
計
 

2
00
 ℃

 

2
 P
d 

許
容
圧
力
：
1.
3
2 
M
Pa
[
ga
g
e]
 

0
.6
2
 M
P
a[
g
ag
e
](
2
Pd
)以

上
 

破
断
せ
ず
 

シ
ー
ル
部
 

ガ
ス
ケ
ッ
ト
試
験
 

2
00
 ℃

 
2
 P
d 

2
00
 ℃

以
上
 

2
00
 ℃

以
上
 

シ
ー
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縮
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試
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び
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機
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ン
ジ
模
擬
試
験
の
漏
え
い
試
験
結
果
に
基
づ
き
設
定
し
た
許
容
開
口
量
以
下
で
あ
る
こ
と
を
確
認

 
※
３
：
シ
ー
ル
材
の
試
験
結
果
又
は
材
料
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様
に
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り
高
温
環
境
下
に
お
け
る
耐
性
を
確
認

 
※
４
：
試
験
に
お
け
る
漏
え
い
量
が
設
計
漏
え
い
量
以
下
で
あ
る
こ
と
を
確
認
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原子炉格納容器本体 

 

 

 

 

 

トップヘッドフランジ 

 

図 4-3 原子炉格納容器バウンダリ構成部概要図（1／5）
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機器搬入用ハッチ 

 

 

サプレッション・チェンバアクセスハッチ 

 

 

所員用エアロック 

 

図 4-3 原子炉格納容器バウンダリ構成部概要図（2／5）
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配管貫通部（接続配管） 

 

 

配管貫通部（スリーブ） 

 

 

配管貫通部（平板類） 

 

図 4-3 原子炉格納容器バウンダリ構成部概要図（3／5）
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配管貫通部（セーフエンド，伸縮継手） 

 

 

電気配線貫通部（高圧用） 

 

 

電気配線貫通部（低圧用） 

 

図 4-3 原子炉格納容器バウンダリ構成部概要図（4／5）
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原子炉格納容器隔離弁（不活性ガス系バタフライ弁） 

 

 

 

 

 

 

 

原子炉格納容器隔離弁（ＴＩＰボール弁） 

 

 

 

図 4-3 原子炉格納容器バウンダリ構成部概要図（5／5） 
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4.2 その他原子炉格納容器評価温度，圧力に対する影響確認 

原子炉格納容器の評価温度，圧力における評価に対して影響を及ぼす可能性のある設備の経

年劣化，評価温度，圧力が負荷された後の耐震性，貫通部の核分裂生成物（以下「ＦＰ」とい

う。）沈着について影響を確認する。 

 

4.2.1 確認内容 

原子炉格納容器の放射性物質の閉じ込め機能の評価に対して，影響を及ぼす可能性のあ

る対象機器の経年劣化，評価温度，圧力負荷後の耐震性への影響等以下の内容について影

響を確認する。 

(1) 経年劣化の影響 

原子炉格納容器評価温度・圧力（200 ℃，2 Pd）時の放射性物質の閉じ込め機能の

健全性が，経年劣化により低下していないことを確認する。確認方法及び確認結果の

詳細は別添 1 別紙 1 に示す。 

(2) 評価温度，圧力負荷後の耐震性への影響 

原子炉格納容器が評価温度・圧力（200 ℃，2 Pd）が負荷された後の耐震性の影響

について確認する。確認方法及び確認結果の詳細は別添 1 別紙 2 に示す。 

(3) 貫通部のＦＰ沈着による影響 

炉心溶融時，貫通部のリークパスにＦＰが沈着した場合の温度上昇について確認す

る。確認方法及び確認結果の詳細は別添 1 別紙 3に示す。 

 

4.2.2 確認結果 

(1) 原子炉格納容器の閉じ込め機能を有する箇所における経年劣化の対策についても確認し，

原子炉格納容器の評価温度，圧力への影響はないことを確認した。 

(2) 重大事故等時の温度，圧力を超える評価温度，圧力（200 ℃，2 Pd）が負荷された後の耐

震性の影響については，評価温度，圧力の環境で一部の箇所において小さな残留ひずみが生

じるが，発生応力に与える影響はない。地震の許容応力は，放射性物質の閉じ込め機能の確

認にて考慮した許容応力の制限内であり，さらに評価温度・圧力負荷前と同様の挙動を示す

ことから，耐震性に影響はないことを確認した。 

(3) 炉心熔融時の原子炉格納容器内のＦＰの沈着による温度上昇について，格納容器破損防止

対策の有効性評価における評価事故シーケンスのうち雰囲気圧力・温度による静的負荷（格

納容器過圧・過温破損）を想定した条件にて，原子炉格納容器のリークパスへＦＰが飛散し，

リークパス内がＦＰで満たされ目詰まりしたと保守的に仮定し，ＦＥＭ解析により熱解析を

実施した。評価結果としては，原子炉格納容器の貫通部リークパス箇所の最高温度は約

175 ℃となり原子炉格納容器評価温度である 200 ℃を下回ることから原子炉格納容器評価

温度，圧力に影響ないことを確認した。 

 

 

 




